
広報なよろ平成３０年１１月号 ４

平成29年度の決算がまとまり、平成30年第３回市議会定例会で認定されました。

今回の特集では、平成29年度の決算概要と今後の市の財政運営の課題についてお知らせします。

◆問い合わせ

財政課財政係（名寄庁舎３階）　01654③2111（内線3331・3332）

一般会計　教育や福祉など市民サービスを行う｢行政運営の基本的となる会計｣です。

道支出金

13億9,897万5,000円

諸収入

10億1,569万4,000円

軽自動車税　　　　  7,143万円
市たばこ税　2億3,419万1,000円
都市計画税　1億6,739万6,000円

歳入　226億 3,067 万 6,000 円

地方交付税　どの地域に住む住民にも一定の行政サービスを提供でき

るように国から交付されるお金です。

市債　　　　主に公共施設整備のための長期の借金です。

市税 　所得などに応じて市民の皆さまに納めていただいている

税金で、市民税(個人・法人)、固定資産税、軽自動車税、

市たばこ税、都市計画税の５つがあります。納めていた

だいた税金については、市の多くの事業に活用させてい

ただいております。

市 税

30億8,144万

6,000円

地方交付税

89億4,367万1,000円

国庫支出金

22億956万

7,000円

市 債

31億830万円

その他

28億7,302万

3,000円

市民税

14億9,840万

6,000円

固定資産税

11億1,002万

3,000円

歳出　221億 4,798 万 7,000 円

農林業費

9億3,167万

4,000円

商工費

7億3,797万

6,000円

消防費

6億5,051万

8,000円

職員費

17億4,267万

8,000円

その他

11億6,322万

8,000円

民生費

45億26万円

衛生費

33億3,934万

7,000円

土木費

19億3,200

万8,000円

教育費

48億9,474万8,000円

公債費

22億

5,555万円

民生費　　高齢者や障がい者、児童への福祉サービス、保育所や生活保護などに要する経費です。

衛生費　　市立病院への繰り出しや各種予防接種、母子健康支援のほか、墓地、霊園、火葬場、ごみ収集な

どに要する経費です。

土木費　　道路、河川、公園や市営住宅のほか市道の除排雪などに要する経費です。

教育費　　小中学校、市立大学、図書館、文化センター、体育施設などに要する経費です。

公債費　　市債（借金）の償還に要する経費です。
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－ －
歳入決算額

226億3,067万6,000円

歳出決算額
221億4,798万7,000円

＝

一般会計の実質収支

次年度への繰り越し
449万7,000円

実質収支
4億7,819万2,000円

一般会計の実質単年度収支

実質単年度収支
▲1億1,009万3,000円

前年度実質収支
3億4,795万1,000円

財政調整基金繰入金
2億4,033万4,000円

実質収支　　　　当該年度に属する収入と支出の実質的な差額です。

実質単年度収支　実質収支から、前年度までの収支の累積額のほか、財政調整基金への積み立て・取崩しと

いった実質的な黒字・赤字要素を差し引きした実質的な当該年度の収支です。

名寄市立大学新棟の整備 11億8,631万3,000円 救助工作車の導入　8,920万8,000円

・高齢者や障がい者などへの福祉に要した経費　約27億8千万円

・保育所の運営や子育て支援などに要した経費　約11億4千万円

・家庭ごみの収集、処分に要した経費 約9億円

・道路の除雪・排雪に要した経費 約5億7千万円

・道路の維持・新設などに要した経費 約3億9千万円

・産業の振興や経済の活性化などに要した経費　約16億7千万円

・体育施設の管理運営や冬季スポーツ拠点化、各種大会への補助などに要した経費　約1億9千万円

平成29年度の主な事業

黒字

赤字

決算からみる名寄市のすがた

あれっ？？結局赤字なの？

詳しくは次ページで！！

－ －
歳入決算額

226億3,067万6,000円

歳出決算額
221億4,798万7,000円

次年度への繰り越し
449万7,000円

－ － ＝
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健
全
化
判
断
比
率

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
態
の
健
全
性

を
表
す
指
標
と
し
て
「
財
政
健
全
化
判
断

比
率
」
が
あ
り
ま
す
。

　

財
政
破
た
ん
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
に
４

つ
の
指
標
が
あ
り
、信
号
で
例
え
る
と
、黄

色
信
号
と
赤
信
号
の
２
つ
の
基
準
が
あ
り

ま
す
。

　

平
成
29
年
度
決
算
に
お
け
る
名
寄
市
の

財
政
健
全
化
判
断
比
率
は
、
昨
年
度
よ
り

数
値
が
増
加
し
た
も
の
の
、
早
期
健
全
化

基
準(

黄
色
信
号)

を
下
回
っ
て
お
り
、
安

全
圏
に
あ
り
ま
す
。

　

４
つ
の
指
標

①
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
の
赤
字
の
比
率

※

家
計
で
い
う
と
年
収
に
占
め
る

赤
字
の
割
合

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

全
会
計(

一
般
会
計
、
特
別
会
計
、

企
業
会
計)

の
赤
字
の
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

地
方
債(

借
金)

の
返
済
比
率

※

家
計
で
い
う
と
年
収
に
占
め
る

借
金
の
返
済
額
の
割
合

④
将
来
負
担
比
率

市
の
借
入
金(

地
方
債)

や
将
来
支

払
っ
て
い
く
可
能
性
が
あ
る
お
金

の
割
合

※

家
計
で
い
う
と
負
債
残
高
が
年

収
の
何
年
分
に
な
る
か
の
割
合

平成29年度決算の財政健全化判断比率

　　指 標 名 名 寄 市

①実質赤字比率 － 13.02％ 20.00％　

②連結実質赤字比率 － 18.02％ 30.00％

③実質公債費比率 8.4％　　 25.00％ 35.00％

④将来負担率 33.8％　　350.00％

※「―」表示は実質赤字額がないことを表しています。

平成29年度決算ではいずれの指標も早期健全化基準を下回

り、安全圏にあります。

早期健全化基準

（黄色信号）

財政再生基準

（赤信号）

実質公債費比率と将来負担率の推移
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(％)

名
寄
市
は
黒
字
？
赤
字
？

　

地
方
公
共
団
体
の
会
計
は
、
全
国
ど
こ

の
市
町
村
も
、
一
般
的
な
民
間
企
業
の
会

計
と
は
異
な
る
会
計(

現
金
主
義
会
計)

を

採
用
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
簡

単
に
黒
字
・
赤
字
と
比
較
で
き
る
も
の
で

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、『
実
質
収
支
』
は
、５

ペ
ー
ジ
に
記
載
の
と
お
り
４
億
７
８
１
９

万
２
０
０
０
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、こ
の
実
質
収
支
か
ら
、

前
年
度
ま
で
の
収
支
の
累
積
額
や
「
財
政

調
整
基
金
」
へ
の
積
み
立
て
や
取
崩
し
額

な
ど
を
考
慮
し
た
『
実
質
単
年
度
収
支
』

は
、
１
億
１
０
０
９
万
３
０
０
０
円
の
赤

字
と
な
っ
て
お
り
、
一
般
家
庭
に
例
え
る

と
、
今
ま
で
の
蓄
え
を
取
り
崩
し
て
家
計

を
維
持
し
た
状
態
で
あ
り
、
財
政
健
全
化

判
断
比
率
は
安
全
圏
に
あ
る
と
言
え
ど
も
、

決
し
て
楽
観
で
き
る
状
況
に
あ
り
ま
せ
ん
。

市
債
（
借
金
）
・

基
金
（
貯
金
）
の
状
況

　

平
成
29
年
度
の
将
来
負
担
比
率
が
前
年

度
と
比
べ
5.2
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
た
要
因
の

一
つ
と
し
て
、
市
債(

借
金)

残
高
の
増
加

が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
の
市
債
残
高
は
約
２
８
８

億
５
千
万
円
と
な
り
、
昨
年
度
と
比
較
し

て
約
10
億
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
名
寄
市
立
大
学
の
新
棟
整
備
や
風

連
中
央
小
学
校
の
改
築
な
ど
大
型
事
業
の

実
施
に
よ
り
借
入
額
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

市債(市の借金)の残高
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貯金はどれぐらい

あるのかな？

借金が増えて

いる・・これは

良くないこと

なのでは？？
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名
寄
市
の
課
題

　

名
寄
市
の
財
政
状
況
は
こ
れ
ま
で
み
て

き
た
と
お
り
、
国
の
基
準
で
は
安
全
圏
に

あ
り
ま
す
が
、
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
公

共
施
設
へ
の
対
応
、
人
口
減
少
や
少
子
高

齢
化
に
よ
る
社
会
保
障
施
策
に
要
す
る
経

費
の
増
加
、
さ
ら
に
は
地
方
交
付
税
の
削

減
と
、
本
市
に
は
多
く
の
財
政
的
課
題
が

あ
り
、
こ
れ
ら
は
ど
れ
も
容
易
に
対
応
で

き
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

そ
の
よ
う
な
課
題
に
備
え
て
こ
れ
ま
で

基
金
を
確
実
に
増
や
し
て
ま
い
り
ま
し
た

が
、
平
成
29
年
度
は
、
財
政
調
整
基
金
を

取
り
崩
し
て
の
財
政
運
営
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
市
民
の

多
様
な
ニ
ー
ズ
に
効
率
的
に
対
応
し
て
い

く
た
め
に
も
事
業
の
目
的
を
明
確
に
し
、最

小
の
経
費
で
確
実
に
効
果
を
あ
げ
る
こ
と

を
意
識
し
、
財
政
規
律
を
損
な
わ
な
い
よ

う
事
業
の
手
法
を
よ
く
検
証
す
る
と
と
も

に
、
社
会
の
変
化
に
合
わ
せ
た
適
切
な
事

業
の
選
択
が
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
重
要
に

な
る
も
の
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
も
市
民
と
行
政
と
の
協
働
に

よ
る
ま
ち
づ
く
り
を
将
来
に
わ
た
っ
て
進

め
て
い
く
た
め
、
効
率
的
で
健
全
な
財
政

運
営
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

市
債
に
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
種
類
が
あ
り
、

借
入
額
や
返
済
額
に
応
じ
て
地
方
交
付
税

が
交
付
さ
れ
る
市
債
が
あ
り
ま
す
。
市
で

は
、こ
の
よ
う
な
市
債
を
最
大
限
活
用
し
、

将
来
的
に
負
担
が
少
な
く
な
る
よ
う
事
業

を
行
っ
て
お
り
ま
す
が
、
市
債
残
高
の
増

加
は
、
将
来
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

お
金
が
増
加
し
た
こ
と
を
意
味
し
ま
す
。

　

ま
た
、
名
寄
市
に
は
「
財
政
調
整
基
金｣

｢

減
債
基
金｣

を
は
じ
め
20
の
基
金(
貯
金)

が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目
的
に
応
じ
て
必

要
な
と
き
に
取
り
崩
し
て
い
ま
す
。
平
成

29
年
度
末
の
一
般
会
計
の
基
金
残
高
は
、
昨

年
度
と
比
べ
て
約
２
億
円
の
増
加
と
な
り
、

合
計
で
約
94
億
３
千
万
円
と
な
り
ま
し
た

が
、
財
政
の
健
全
な
運
営
の
た
め
に
使
用

す
る｢

財
政
調
整
基
金｣

は
、
約
２
億
４
千

万
円
取
り
崩
し
ま
し
た
。

　

名
寄
市
で
は
こ
れ
か
ら
の
財
政
運
営
の

た
め
、
将
来
の
世
代
に
過
大
な
負
担
を
残

さ
ず
、
健
全
な
財
政
運
営
を
持
続
で
き
る

よ
う
、
市
債
を
返
す
以
上
に
借
り
な
い
こ

と
や
突
発
的
な
財
政
支
出
に
備
え
る
た
め

一
定
の
基
金
残
高
を
確
保
す
る
と
い
う
財

政
規
律
を
定
め
て
お
り
、
将
来
を
見
据
え

た
市
債
や
基
金
の
適
正
な
管
理
に
努
め
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

基金の推移
(億円)
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その他基金

減 債 基 金

財政調整基金
H28末 H29末

その他基金

減 債 基 金

財政調整基金

主な公共施設の老朽化の状況
 建築年 施設名 経過年数

 昭和42年 児童センター 約51年

 昭和43年 名寄庁舎 約50年

 昭和45年 図書館 約48年

 昭和49年 スポーツセンター 約44年

 昭和50年 南保育所 約43年

 昭和51年 智恵文小学校 約42年

 昭和52年 名寄中学校 約41年

 昭和53年 東保育所 約40年

 昭和56年 名寄東中学校 約37年

持続可能な財政運営

が大事なんだね！

基金の名称

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

名寄市立大学振興基金

文化センター大ホール基金

合併特例基金

その他

合計

平成29年度末残高

20億7,100万円

18億5,300万円

17億7,300万円

 7億8,600万円

 2億8,800万円

12億3,200万円

14億2,700万円

94億3,000万円

主な目的

 財政の健全な運営のため

 借金の返済に充てるため

 公共施設の改修や整備のため

 大学の運営や整備のため

 文化センター大ホールの運営や整備のため

 合併に伴う地域振興のため

決算からみる名寄市のすがた
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